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統計表の編成と基礎資料

この分野は、戦前の会社に関する統計表と戦後の事業所統計調査の調査結果で編成されている。
基礎資料は、戦前分は『名古屋市統計書』であり、戦後分は『名古屋市統計年鑑』及び『名古屋の事業所』のほか『事業所統計報告』(総務庁統計局)である。
戦前の会社統計

戦前には、事業所に関する包括的な統計調査は実施されていなかった。類似の調査としては、年次勤労調査があったが、この調査は、昭和19年から開始されたものである。ここでは、『名古屋市統計書』による昭和21年までの会社数(店舗、工場ごとに調べる事業所数ではない)を掲載した。
事業所統計調査(指定統計第2号)

事業所統計調査は、総務庁所管により指定統計第2号として実施されている、事業所に関するもっとも包括的、基礎的な統計調査である。調査対象は、個人経営の農林水産業などを除く、全国の製造業、卸売･小売業、飲食店、サービス業などすべての事業所を対象としている。調査項目は、事業の種類や従業者数などである。事業所の地域別、産業別、従業者規模別などの分布を明らかにする、いわば、｢事業所の国勢調査｣ともいうべき重要な統計調査である。調査結果は、各種行政施策の企画立案のための基礎資料として利用されるほか、各種統計調査のための母集団、その他の資料としても活用される。
この調査は、昭和22年に第1回調査が実施されたが、その前身としては、昭和19年に第1回調査が行われた年次勤労調査があげられる。同調査は、労働統計調査としての性質を強く持つものではあったが、その範囲、内容は事業所統計調査と共通するものが多かった。昭和22年に実施される予定であった第4回調査は、連合国軍総指令部の指令により変更され、事業所統計調査として実施されることになった。
事業所統計調査は、統計法による指定統計第2号の指定を昭和22年に受け、同年10月1日を期して第1回調査が実施された。この時の調査及び昭和23年に実施された第2回調査では、産業分類、調査の範囲などにおいて第3回調査と異なる部分が多いので、本書では調査結果の掲載を省略している．
現在の事業所統計調査の骨格ともいうべきものができたのは、｢日本標準産業分類｣制定後の昭和26年に実施された第3回調査である。以後、事業所統計調査は3年ごとに実施されてきたが、昭和56年調査の後は、昭和61年に第14回調査が実施された。
用語の解説
事業所統計調査で｢事業所｣とは、物の生産又はサービスの提供が業として行われている個々の場所のことで、工場、銀行、事務所、官公署、商店はもちろんのこと、駅、発電所、学校、病院、神社、寺院、旅館、浴場、映画館、公民館、美術館なども事業所である。事業所は、場所の異なるごとに別々の事業所としてとらえる。例えば、会社の本社･本店と別の場所にある支社･支店、出張所、工場などは本社とは別の事業所となる。また同一場所、例えば、同一ビル内で別の経営者が事業を営んでいるときは、経営者の異なるごとにそれぞれ別の事業所となる。なお、産業分類は各事業所ごとに行われるため、製造業企業の支社･支店、出張所などは卸売業に分類されることが多い。｢従業者｣とは、調査期日現在、その事業所に所属する従業者をいう。従業者には一般の雇用者のみではなく、会社や団休の役員、臨時、日雇、個人経営事業所の業主及び家族従業者のすべてを含む。｢法人でない団体｣とは、団体ではあるが法人格を持たないものをいい、例えば、学会、労働組合、後援会などがこれにあたる。｢国･公共企業体･地方公共団体｣とは、国、3公社(日本国有鉄道、日本電信電話公社、日本専売公社)及び地方公共団体のことである。ただし、昭和61年の調査結果では、日本電信電話公社及び日本専売公社は60年4月に民営化されたため、この分類には含まれない。
